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論 文 内 容 の 要 旨 
 本研究は、1970年代までの高度経済成長期を中心とした日本の「フォーディズム―ケインズ主義体制」形成
期において、①都市日雇労働市場がいかに編成され、分断されたのかという点を明らかにするとともに、②労
働運動がどのように労働運動を組織的に展開し、編成された日雇労働市場の形態を変容させたのか、という点
を明らかにしたものである。そして、このように二つの視点から検証することにより、都市労働市場の性質は、
資本の要請に基づいた空間編成の論理と、労働者からの抵抗とのせめぎ合いによって形成されるものであるこ
とを明らかにしたという点に、本研究の特色がある。具体的な研究対象としては、日雇労働市場「寄せ場」と
して知られる釜ヶ崎（あいりん）地域を中心とし、大阪港港湾労働との関連からその編成過程を実証している。 
 また、本研究は1970年代までの日本の経済・社会体制を「フォーディズム―ケインズ主義体制」として定義
するものであるが、都市日雇労働市場の検証をつうじて当時の経済・社会体制を批判的に把握することが可能
になり、ひいては今日における「ポスト・フォーディズム」、「ポスト・ケインズ主義」ないしは「ポストモダ
ニズム」に関する議論や研究に対しても、理論的かつ実証的な貢献を与えるものである。 
 これを研究史的に位置づけると、以下の点が本研究の意義である。①既存の地理学の労働市場研究の多くは、
農村を対象とする研究が多数を占めてきたが、本研究ははじめて都市日雇労働市場に焦点を当てたこと。②既
存の労働市場研究がこれまで主題としてこなかった、労働市場形成における労働運動の役割を重視し明らかに
したこと。③研究対象としてとりあげる「釜ヶ崎」に関しては、地理学のみならず、社会学、経済学などさま
ざまな分野からの研究が蓄積されているが、これらの研究は当地域を固有の空間単位としてあらかじめ設定し、
そのうえでその特性を明らかにするものが多かった。これに対し本研究は、当地域がもつ労働市場としての性
格に焦点を当てることにより、当地域が都市労働市場全体のなかでどのような意味をもつ地域であるのかを明
らかにし、それが空間編成のなかで創出された空間であることを明らかにしたこと。④理論的には、欧米にお
ける労働市場研究のみならず、空間編成論、場所研究の成果を、日本の都市労働市場研究へと接合したこと、
などである。 
 全体では序章を含めて三部・十章から構成されている。以下、各章の内容の概略を説明する。 
 第一章「地理学における労働への視点」では、第一に、デヴィッド・レイとウィリアム・バンギの著作の検
討から、場所研究の系譜を明らかにし、またマニュエル・カステルの研究を中心として、空間編成論がどのよ
うに展開したのかを追究する。そして、1990年代以降のエドワード・ソジャの「社会―空間弁証法」及びアン
ディ・メリフィールドの「場所の再概念化」、そしてニール・スミスの「スケールのジャンプ」概念を軸に、場
所研究と空間編成論がどのように統合されたのかを明らかにしている。 
 第二章「フォーディズム―ケインズ主義体制下における空間編成と労働力」では、主としてデヴィド・ハー
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ヴェイの空間編成論、そのなかでもとくにその労働力に関する考察をレビューするとともに、日本の労働経済
研究における労働力に関する考察、とりわけ「相対的過剰人口論」をレビューし、両者の接合を図ろうとする。
これらの考察において、「フォーディズム―ケインズ主義体制」がいかなる社会・経済体制であるのかを明らか
にしている。そして、この体制のなかで、一定の人口が労働市場からはじき出される論理を、労働力の「内部
化」と「外部化」として抽出し、とくに「外部化」過程固有の論理から、労働研究における本研究の視座を導
き出している。 
 第三章「1950－1960年代の港湾運送業における寄せ場・釜ヶ崎の機能」では、釜ヶ崎がどのようにして日雇
労働市場として固定化されたのかという問題に取り組む。具体的には、1950・1960年代を中心として、港湾運
送業における日雇労働力の供給の実態に着目する。まず港湾運送業の構造を概観し、港湾運送業は、その波動
性の著しさに起因する下請関係が形成されたことを指摘する。次にこれを踏まえ、大阪港における日雇労働力
の実態を叙述する。1950年代後半から60年代にかけて港湾運送業における日雇依存率は上昇するが、このなか
で職業安定所の紹介を経ない、非公的な労働力供給経路がどのように機能し、釜ヶ崎の労働者をそのシステム
に組み込んでいったのかを解明する。さらに、職業安定所がなぜ手配師や飯場を排除できなかったのかを、港
湾運送事業の産業構造に照らし合わせながら検討するとともに、下請構造と差別的雇用に規定された日雇労働
者の状況を明らかにする。 
 第四章「「寄せ場・釜ヶ崎」の編成過程における場所の構築と制度的実践」では、日雇労働市場の供給地とし
ての釜ヶ崎の地域的機能は、1961年8月におこった「第一次暴動」から続く一連の日雇労働者の異議申し立てに
対処するために、1960年代から1970年代にかけて展開された政策のなかで編成されたことを明らかにしようと
する。本章では、場所の構築と制度的実践という概念にもとづく言説分析を採用し、釜ヶ崎が日雇労働市場の
供給地として編成されるなかで、日雇労働者を排他的に囲い込む境界がどのようにして構築されたのかを検証
した。1966年に釜ヶ崎に対して付与された「あいりん地区」という境界づけは、マスメディアの領域における
言説分析によって創出された、釜ヶ崎の表象を反映していることを指摘した。また、同時にそれは、日雇労働
力の供給地として政策的に定義されたことによって、苛酷な搾取と貧困を制度化し、再生産する、いわば「囲
い込みの地域」として制度化されるようになったこと、また、この空間的な場所の構築は、日雇労働者と近隣
住民の境界を社会的に再生産することでもあったことを明らかにした。そしてこのような過程が、フォーディ
ズム―ケインズ主義固有の「外部化過程」であることを示している。 
 第五章「労働から分配へ―港湾再編と「港湾労働法」」では、まず第二章のハーヴェイの空間編成論のなかで
「フォーディズム―ケインズ主義体制」下において社会運動がどのように位置するのかを検証し、彼の空間編
成論が、労働問題を分配や消費の問題へと視点を転換させ、焦点化させる力学を有しているとの仮説を提示し
た。そのうえで、「港湾労働法」における「共同雇用理念」が1950年代から1970年代にかけて、どのように変容
していったのかを解明しようとした。「共同雇用理念」は、当初GHQの民主化政策のなかで打ち出されたもので
あるが、1950年代以降からは全港湾からの「港湾労働法制定」として提起され、法制定に向けた闘争が繰りひ
ろげられた。この成果として、1965年「港湾労働法」が制定されたが、それは当初全港湾が提唱した「共同雇
用理念」とは乖離したものであったこと、すなわち労働市場の二重性を打破することを保障するものではなか
ったことを明らかにした。さらに1970年代に入ると、全港湾側が提起する「共同雇用理念」も、労働市場の二
重性の打破から生活の保障すなわち分配の問題を強調するものに変化していることを明らかにし、冒頭で掲げ
た仮説があてはまることを実証した。さらに、このように労働問題から分配問題へと移行させていく背景には、
高度経済成長期における「港湾合理化」の進展という事態があり、とくに荷役の機械化が労働力の劇的な省力
化をもたらしたことが影響していることをも指摘した。 
 第六章「港湾労働運動のナショナル・スケール化とその挫折」では、資本に対抗する労働者側がどのように
港湾労働運動を繰り広げたのかを、とくに労働運動がいかに多層的な対抗的スケールを構築していったのかと
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いう点を中心に検証した。まず、戦前における港湾労働運動を概観し、各港湾というスケールで形成された権
力関係の内に封じ込められていたということを指摘した。これは多くの場合、会社側が、常用労働者と日雇労
働者の階層性を利用することによって成し遂げられていた。これに対し、1940年代後半には、大阪港を起点と
して港湾労働運動の全国的スケールの枠組みが急速に形成されていき、またローカルとナショナルからなる多
層的スケールのなかで、ストライキの効果を十分に発揮していたことを明らかにした。 
 第七章「有機的統合から分裂へ―1950年代における港湾労働運動の軌跡」では、前章との対比で、1950年代
に全国ストライキが挫折して以降、むしろ各港湾において港湾労働運動の分裂状況が生じ、労働運動スケール
の統合的な有機性が有効に活用しえない状況が生れたことを見出した。そして、各港湾での港湾労働運動の分
裂状況が1961年時点においては、六大港港湾労働組合構成比からみた地理的差異として表現されることを結論
した。 
 第八章「港湾労働運動の再スケール化」では、まず1970年代半ばまでの港湾労働運動の歴史を四期に区分し
てこれまでの経緯を整理したうえ、1958年から1968年までの時期を第Ⅲ期とし、1968年から1976年までの時期
を第Ⅳ期として区分した。第Ⅲ期では、第Ⅱ期において分裂した港湾労働運動が再びスケール化する。その要
因として、政府が進めていた港湾合理化に対して共闘する必要があったこと、環太平洋というグローバルな連
帯と共同行動が組まれたこと、の二点があることを明らかにした。そして、とくにグローバルな連帯行動は、
資本の支配的な力に拮抗しえたという点を重視し、「スケールと場所」という概念のなかでその意義と可能性を
掘り下げた。続く第Ⅳ期では、コンテナ化により共闘の必要が再び生れ、グローバルな連帯はないものの、ナ
ショナルな共闘は第Ⅲ期よりもむしろ強化されたこと、そしてきわめて有効に港湾労働運動を発揮し、団交権
を獲得するとともに生活保障的な制度を次々と確立していった展開を明示しえた。 
 第九章「日雇労働者の港湾労働運動―大阪・釜ヶ崎からの視点」では、最後に、視点を変え、港湾日雇労働
運動、とりわけ釜ヶ崎の港湾日雇労働者の闘争過程を検証した。そして港湾労働法開始の1966年から始まるこ
の闘争が、労働市場の二重性を克服するうえで大きな役割を果たしたこと、さらに、釜ヶ崎の日雇労働者が闘
争過程のなかで1970年には大阪港全港ストライキを主導するようになり、それが新たな主体化の契機であった
ことを明らかにした。そして、そのような主体化を可能にした条件を、①「主体―場所」の関係性、②「場所
―スケール」の関係性という点から考察した。①については、日雇労働者が主体的に場所を運動の拠点として
いく過程が認められた。運動を繰り広げるうえでとくに本研究が見出した重要な場所は、最初期から闘争の拠
点となっていた職安窓口、生産現場である職場、そして彼らが居住する釜ヶ崎だったことを指摘した。②につ
いては、第八章で明らかにしたとおり、港湾労働運動において多層的スケールのなかで共闘体制が組まれ、そ
のなかでストライキが可能な状況が大阪港に生れていたことを指摘した。 
 結論としては、①第三～五章の事例研究によって、現実の地理的空間は、資本市議的生産法則の必要に応じ
てつくられる、とするハーヴェイの理論的視点を実証できた。すなわち、この結果によって、空間が編成され
る過程とは、物的な意味で景観が固定化され、またさまざまなイメージや象徴などを生み出す過程でもあるこ
とが明らかになった。②これに対し、第六～九章においては、労働運動を研究対象とするなかでソジャやメリ
フィールド、スミスの理論を採用し、現実の地理的空間は、労働運動によって改変可能性があることを実証で
きた。そして、労働運動に携わる諸主体は、「場所」と「スケール」という空間的な論理を発展させることによ
って、自信の目的を成し遂げようとすることが明らかになった。③以上の二つの視点から考察することで、現
実の地理的空間は、資本の要請に基づいた空間編成の論理と、これに対する労働者からの抵抗とせめぎ合いに
よって醸成され、勢力の拮抗状態を帯びているという、本研究の基本的な主張を実証的に証明することができた。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は日本の高度経済成長期における都市の下層労働市場の様態を、大阪港の港湾労働とその労働力供給
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源として生み出された寄せ場釜ヶ崎を事例に考察しようとしたものである。全体は、いわゆるラディカル・批
判的地理学の立場からの、資本主義社会における空間編成論を紹介・咀嚼した理論編と、釜ヶ崎という場所の
形成と特質を論じた部分、および大阪港を中心に港湾労働運動の展開を論述した実証編から構成され、400詰字
原稿用紙換算で800枚以上にのぼる雄編である。従来、必要が指摘されながら統合的に論じられることの少なか
った、寄せ場と労働の場所そして労働運動の展開を、一つの考え抜かれた方法論と丹念な事実の検証に基づき
動態的に論じたところに、本論文の大きな価値が認められる。論旨は明瞭であり、文章力も優れている。 
 第一章「地理学における労働への視点」では、著者の方法論が1980年代までのハーヴェイの都市空間編成論
に依拠することが明らかにされ、これに参与観察的フィールド調査を遂行して場所のコンテクストを把握しよ
うとする社会地理学的観点を接合して、より具体的な考察を目ざそうとする視座が示される。さらにハーヴェ
イの所論を補完するメリフィールド、スミス、コックスらの観点が導入される。特に著者の関心はスミスの空
間的実践の「スケールのジャンプ」という主張に向けられるが、これは、労働者集団が個別の場所の潜在的特
質を生かし、資本の支配に抵抗するための運動の広域的ネットワークを構築すべきとする考えが背後にあるか
らである。 
 第二章「フォーディズム－ケインズ主義体制化における空間編成と労働力」では、ハーヴェイの説明により
つつ、資本の側が資本蓄積と技術革新への対応のために不断に労働力を統制する必要があり、この結果、都市
の中に常雇が保証されない不安定な予備的労働力が絶えず存在させられ、この不安定就労層が社会的、地理的
に分断されて生活しているという機構の存在を指摘する。高度成長期にこのような状況が著しく進展したとい
い、この現象を労働力の「外部化」と表現する。このような見方は、1970年代以前の日本の経済・社会体制を
「フォーディズム－ケインズ体制」として定義・理解することにより生まれてきたものであるが、この視座が、
以下の実証編の考察のライトモチーフとなっている。 
 第二章までの理論編での論述は明快であり、本論文の考察のための確かな視座を明らかにすることに成功し
ている。欲を言えば最近の地理学における種々の立場からの「場所」概念の定義と「空間」と「場所」概念の
相互関係についての考察が付け加えられておれば、一層厚みのある研究になったと思われる。 
 第三章「1950－1960年代の港湾運送業における寄せ場・釜ヶ崎の機能」では、大阪港における日雇労働力の
実態と展開過程にあわせ、釜ヶ崎が日雇い労働者の居住地としてどのように形成されていったのかについて、
統計資料を示しつつ検証する。 
 第四章「「寄せ場・釜ヶ崎」の編成過程における場所の構築と制度的実践」は、釜ヶ崎が日雇労働市場への供
給地として編成される中で、次第に排他的な境界を持つ隔離地として表象されるようになってきたことを指摘
し、そうした表象がマスメディアの創出によるものではないかとする見解にたって、新聞記事の分析を試みた
ものである。その上でこのような囲い込みの過程がフォーディズム－ケインズ主義の浸透に伴う外在化の進行
に他ならないことを示そうとする。 
 上記の２つの章での釜ヶ崎の考察は、参与観察を重ねた著者の経験的知見を踏まえて、統計分析や言説分析
が行われており、やや定型的な帰結が示されてはいるが、納得させられる点が多い。 
 第五章「労働から分配へ－港湾再編と「港湾労働法」」では、ハーヴェイの空間編成論が、労働問題を分配や
消費の問題へと転化させる力学を包含していることに着目し、1965年に制定された「港湾労働法」が全港湾の
闘争にもかかわらず、雇用形態の異なる労働力の分断を温存し、分配や消費に関与し得ない下層労働市場の存
在を残した点を照射する。 
 第六章「港湾労働運動のナショナル・スケール化とその挫折」、第七章「有機的統合から分裂へ－1950年代に
おける港湾労働運動の軌跡」、第八章「港湾労働運動の再スケール化」の３つの章は、大阪港の港湾労働の歴史
的展開過程を中心に、1940年代以降の港湾労働者の運動の展開を詳細に追究したものである。 
 ここで著者は、港湾労働者が労働運動を積み上げてゆく過程を追い、労働運動のスケールの拡大と挫折の有
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様を詳細に考察し、労働者連帯の可能性を見据えようとする。第六章の冒頭に述べられた、労働者は労働市場
を介して交換される商品であるという属性と、身体・感情を持ち、社会的でもあれば文化的でもある人として
の属性を持つとの表現は、港湾労働者の波乱に満ちた争議の展開を見るための視点を要約するかのごとくであ
るが、このヒューマニスティックな視点の下での労働運動の叙述は、その多くを『全港湾運動史』という限定
された資料、その他若干の評価の定まらない資料に負っているという制約からか、やや一面的でしかも冗長に
流れた嫌いがある。しかしながら港湾労働運動の流れを考察することは本論文の論旨展開の上で、不可欠であ
ったことは言うまでもない。とりわけ貨物のコンテナ化に伴う省力化に対抗するための労働者側の対応と連帯
という事態についての考察は、労働市場と労働運動の変貌を示すものであるだけに、本論文全体の論旨にかか
わる重要な局面の分析であった。 
 ここで著者は、日雇労働者の組織化のために効果があった点として、同じ場所で対面的に接触しているとい
う事実の存在に注目し、これを「場所」を拠点化することによる集団性と位置づけ、闘争の前進をもたらした
一因として評価する。「場所」概念の考察に示唆を与える指摘である。 
 第九章「日雇い労働者の港湾運動－大阪・釜ヶ崎からの視点」では、釜ヶ崎の日雇労働者の闘争過程に目を
向ける。釜ヶ崎の日雇労働者が闘争の中で、大阪港全港ストライキを主導し、常用労働者と日雇労働者の労働
市場の２重性を克服するための先導的役割を果したことなどが、主張される。著者は日雇労働者にとってのこ
うした運動の拠点となる場所として、釜ヶ崎にある職安窓口、港の職場、そして居住地としての釜ヶ崎をあげ、
労働者の生活世界における社会的接触の意義を強調している。前章にも指摘されていた注目点である。 
 結論では、都市という地理空間は、資本の要請に基づく空間編成の論理と、これに対する労働者からの抵抗
とによって醸成され、勢力の拮抗状態を帯びているとする論文全体の仮定が実証されたと繰り返す。この仮定
は現代の政治経済地理学における多数の研究と同種の観点と説明法で、必ずしも目新しくはないが、具体的な
事実の検証を踏まえた後の見解であるだけに、説得性が高い。 
 本論文は概観してすっきりとした構成と論述により論旨明快で、海外の最近の研究動向にも棹差していて、
著者の考えるところが理解しやすい。しかしながら、インナーシティの隔離された空間の生産過程を労働市場
との関係で動態的に把握し、さらに労働運動の動向をとらえて、社会的不平等の改善のための手がかりを見出
そうとするという課題は遠大である。本論文において、著者はこの大きな課題に真摯に取り組み、相当な労力
を払って、従来見通されていなかった展望と帰結を得ることに成功し、地理学、社会学等の分野におけるこの
課題の研究に新たな貢献をもたらしたと評価しうる。この上は、今後単線的な論理の展開ではなく、多角的な
視点からの実証の積み重ねが要求されよう。たとえば人種や民族の坩堝であるアメリカの大都市の隔離地域と
日本の貧困者居住地域とでは、カルチュアーやイデオロギーの状況が異なることも考慮しなければならない。
戦後日本におけるフォーディズム－ケインズ体制の展開において、下層者の労働参入に開かれていた機会はア
メリカとは違って大きかったようにも思われる。さらに地理学的研究としては釜ヶ崎および大阪港の建造環境
の具体的変化についての景観論的考察が必要であろう。本論文の著者はこれまでの業績から推して、こうした
今後の課題に対して十分に考察を伸ばす能力を備えていると判断できる。 
 以上の所見により、本論文は大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値するものと認められる。 
